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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固定スクロール及び前記固定スクロールに対して公転旋回運動する旋回スクロールを有
する圧縮部と、
　前記圧縮部に面する背圧室と、
　オイルセパレータから油が供給される油溜め部と、
　前記油溜め部から前記背圧室へ前記油を供給する油供給路と、
　前記圧縮部に回転力を伝達する回転軸と、
　前記回転軸に形成され、前記背圧室と低圧室を結び、前記油供給路よりも圧力損失が高
い油排出路と、
を備え、
　前記油排出路は、前記回転軸の外周面に螺旋状に形成された溝を有しているスクロール
型圧縮機。
【請求項２】
　固定スクロール及び前記固定スクロールに対して公転旋回運動する旋回スクロールを有
する圧縮部と、
　前記圧縮部に面する背圧室と、
　前記旋回スクロールの端板のうち前記圧縮部内側の高圧領域に形成された開口部と前記
背圧室側に形成された開口部とを結ぶ第１ガス流路、及び前記端板のうち前記圧縮部内側
の中間圧領域に形成された開口部と前記背圧室側に形成された開口部とを結ぶ第２ガス流
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路と、
　前記背圧室と低圧室を結ぶ第３ガス流路と、
を備え、
　前記第１ガス流路、前記第２ガス流路及び前記第３ガス流路は、それぞれ、同じ前記背
圧室に直接接続しているスクロール型圧縮機。
【請求項３】
　オイルセパレータから油が供給される油溜め部と、
　前記油溜め部から前記背圧室へ前記油を供給する油供給路と、
　前記圧縮部に回転力を伝達する回転軸と、
　前記回転軸に形成され、前記背圧室と低圧室を結び、前記油供給路よりも圧力損失が高
い油排出路と、
を更に備える請求項２に記載のスクロール型圧縮機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スクロール型圧縮機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　スクロール型圧縮機において、固定スクロールと、固定スクロールに対して公転旋回運
動する旋回スクロールは、互いに噛み合っている。スクロール型圧縮機が流体を圧縮する
とき、圧縮反力によって、旋回スクロールにスラスト荷重が作用し、旋回スクロールが固
定スクロールから離れようとする。そのため、旋回スクロールの端板に対して流体の圧縮
空間とは反対側の面（以下「背面」という。）から、旋回スクロールを支持する必要があ
る。旋回スクロールを支持する方法として、旋回スクロールの背面側に背圧室を形成し、
背圧室の圧力を高めることによって、旋回スクロールを固定スクロール側に押し付ける方
法がある（例えば、特許文献１及び２など）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第４２６２９４９号公報（段落［００３２］，［００３３］）
【特許文献２】特開２０１２－１７６５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　背圧室内は、必要背圧力よりも高く維持される必要がある。但し、背圧室内が高圧にな
り過ぎると旋回スクロールの公転旋回運動が妨げられてしまう。特許文献１では、背圧室
内が高圧になり過ぎないように、背圧室と低圧の吸入室の間に差圧式制御弁を設けること
が開示されている。差圧式制御弁は、図８の破線で示すように、圧縮機の圧力比が一定以
上を超えて、背圧室内が高圧になった時に、背圧室と吸入室とを連通させることによって
、背圧室の圧力を目標圧で安定するように作動する。なお、特許文献２では、背圧室の調
圧について、開示されていない。
【０００５】
　背圧室の調圧のため、特許文献１のように差圧式制御弁を使用すると、スクロール型圧
縮機の内部に一定の設置スペースを確保する必要があるため、装置の小型化が図りにくい
。また、差圧式制御弁を使用した場合、背圧室内が目標圧に到達するまでは、必要な背圧
力に比べて、背圧室が過度に高くなってしまう（図８参照）。
【０００６】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであって、別部材を設けることなく、
背圧室を供給圧力に応じて、背圧室内の圧力を調整することが可能なスクロール型圧縮機
を提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本発明のスクロール型圧縮機は以下の手段を採用する。
　すなわち、本発明に係るスクロール型圧縮機は、固定スクロール及び前記固定スクロー
ルに対して公転旋回運動する旋回スクロールを有する圧縮部と、前記圧縮部に面する背圧
室と、オイルセパレータから油が供給される油溜め部と、前記油溜め部から前記背圧室へ
前記油を供給する油供給路と、前記圧縮部に回転力を伝達する回転軸と、前記回転軸に形
成され、前記背圧室と低圧室を結び、前記油供給路よりも圧力損失が高い油排出路とを備
え、前記油排出路は、前記回転軸の外周面に螺旋状に形成された溝を有している。
【０００８】
　この構成によれば、高圧側の油が、油供給路を経由して、油溜め部から背圧室へ供給さ
れ、背圧室内に供給された油が、油排出路を経由して、低圧側の低圧室に排出される。油
排出路は、油供給路よりも圧力損失が高いことから、油が背圧室に満たされ、背圧室が高
圧に維持される。その結果、背圧室側から旋回スクロールを固定スクロール側へ押し付け
ることができる。また、背圧室に供給される油の圧力に応じて、背圧室から低圧室に常に
油が排出されることから、背圧室内の圧力が過度に高くなることを防止できる。
【０００９】
　また、本発明に係るスクロール型圧縮機は、固定スクロール及び前記固定スクロールに
対して公転旋回運動する旋回スクロールを有する圧縮部と、前記圧縮部に面する背圧室と
、前記旋回スクロールの端板のうち前記圧縮部内側の高圧領域に形成された開口部と前記
背圧室側に形成された開口部とを結ぶ第１ガス流路、及び前記端板のうち前記圧縮部内側
の中間圧領域に形成された開口部と前記背圧室側に形成された開口部とを結ぶ第２ガス流
路と、前記背圧室と低圧室を結ぶ第３ガス流路とを備え、前記第１ガス流路、前記第２ガ
ス流路及び前記第３ガス流路は、それぞれ、同じ前記背圧室に直接接続している。
【００１０】
　この構成によれば、圧縮部で高圧に圧縮された高圧ガスと、圧縮部で高圧に達する前の
中間圧まで圧縮された中間圧ガスと、低圧室における低圧ガスとが背圧室内でバランスす
る。そして、背圧室内でバランスした圧力によって、背圧室側から旋回スクロールを固定
スクロール側へ押し付けることができる。圧縮部における圧縮比の高低に応じて、背圧室
内でバランスする圧力が変化することから、背圧室内の圧力が過度に高くなることを防止
できる。
【００１１】
　また、本発明の参考例に係るスクロール型圧縮機は、固定スクロール及び前記固定スク
ロールに対して公転旋回運動する旋回スクロールを有する圧縮部と、前記圧縮部に面する
背圧室と、前記旋回スクロールの端板のうち前記圧縮部内側の高圧領域に形成された開口
部及び前記旋回スクロールの端板のうち前記圧縮部内側の中間圧領域に形成された開口部
と前記背圧室側に形成された開口部とを結ぶ第４ガス流路と、前記背圧室と低圧室を結ぶ
第３ガス流路とを備える。
【００１２】
　この構成によれば、圧縮部で高圧に圧縮された高圧ガス及び圧縮部で高圧に達する前の
中間圧まで圧縮された中間圧ガスが混合したガスの圧力と、低圧室における低圧ガスとが
背圧室内でバランスする。そして、背圧室内でバランスした圧力によって、背圧室側から
旋回スクロールを固定スクロール側へ押し付けることができる。圧縮部における圧縮比の
高低に応じて、背圧室内でバランスする圧力が変化することから、背圧室内の圧力が過度
に高くなることを防止できる。
【００１３】
　上記発明において、オイルセパレータから油が供給される油溜め部と、前記油溜め部か
ら前記背圧室へ前記油を供給する油供給路と、前記圧縮部に回転力を伝達する回転軸と、
前記回転軸に形成され、前記背圧室と低圧室を結び、前記油供給路よりも圧力損失が高い
油排出路とを更に備えてもよい。
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【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、別部材を設けることなく、背圧室を供給圧力に応じて、背圧室内の圧
力を調整することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の第１実施形態に係るスクロール型圧縮機を示す縦断面図である。
【図２】本発明の第１実施形態の変形例に係るスクロール型圧縮機を示す部分拡大縦断面
図である。
【図３】本発明の第２実施形態に係るスクロール型圧縮機を示す部分拡大縦断面図である
。
【図４】本発明の第２実施形態の変形例に係るスクロール型圧縮機を示す部分拡大縦断面
図である。
【図５】本発明の第２実施形態の参考変形例に係るスクロール型圧縮機を示す部分拡大縦
断面図である。
【図６】本発明の第２実施形態の参考変形例に係るスクロール型圧縮機を示す部分拡大縦
断面図である。
【図７】背圧室に発生する荷重と圧縮機の圧力比の関係を示すグラフである。
【図８】背圧室に発生する荷重と圧縮機の圧力比の関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に、本発明に係る実施形態について、図面を参照して説明する。
［第１実施形態］
　以下、本発明の第１実施形態について、図１を用いて説明する。
　本実施形態に係るスクロール型圧縮機１は、図１に示すように、ハウジング３，４から
なる密閉容器２を備えている。これらのハウジング３，４は、互いに接合されて一体化さ
れることにより密閉容器２を構成している。
【００１７】
　ハウジング３の中央部には、ステータ８及びモータロータ９からなる電動モータ７がハ
ウジング３に対して固定設置されている。回転軸（シャフト）１０は、一端部分がフロン
ト軸受２２に支持され、他端部分が圧縮機３０に連結されるように延設されており、中間
部分には、電動モータ７のモータロータ９が焼き嵌めによって結合されている。
　フロント軸受２２は、密閉容器２に対する回転軸１０の支持部材であり、ハウジング３
に対して固定設置されている。
【００１８】
　圧縮機３０は、電動モータ７の他端部分側に設けられる。この圧縮機３０は、主軸受部
材２３に固定された主軸受２４と、ハウジング３に対し固定設置される固定スクロール３
２と、回転軸１０の他端に設けられているクランクピン１０Ａに嵌合されるとともに、固
定スクロール３２に噛合されて圧縮室を形成し、回転軸１０の回転によって固定スクロー
ル３２の周りに公転旋回駆動される旋回スクロール３３等から構成される。旋回スクロー
ル３３は、円板状の端板３７と、端板３７の一面側に立設された渦巻き状ラップ３４と、
端板３７の他面側に設けられたボス状のドライブ軸受３８などからなる。
【００１９】
　主軸受部材２３は、図１に示すように、ハウジング３に対して固定され、主軸受２４は
、密閉容器２に対する回転軸１０の支持部材である。圧縮機３０の固定スクロール３２は
、主軸受部材２３を介してハウジング３の他端側にて固定設置されている。圧縮機３０は
、低圧室１４から冷媒を吸入し圧縮した後、ハウジング４に形成されている吐出室３６内
に冷媒を吐き出し、外部へと送出する。
【００２０】
　圧縮機３０は、図１ではピン５Ａとリング５Ｂで形成される自転阻止機構５を有する。
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ピン５Ａとリング５Ｂによって、旋回スクロール３３は、固定されている固定スクロール
３２に対して自転が阻止された状態で公転旋回運動を行う。
　バランスウエイト１３は、ドライブブッシュ１２に固定され、回転による遠心力によっ
て、旋回スクロール３３が公転旋回することによって生じる遠心力と均衡を図る。
【００２１】
　主軸受部材２３の主軸受２４よりも電動モータ７側には、シャフトシール２５が設けら
れる。シャフトシール２５は、回転軸１０と主軸受部材２３との間から流体が漏れること
を防止する。これにより、旋回スクロール３３の端板３７と主軸受部材２３との間には、
背圧室２６が形成される。
【００２２】
　圧縮機３０で圧縮された流体（例えば冷媒）は、固定スクロール３２の中心部に設けら
れた吐出孔３９から、ハウジング４内に形成された吐出室３６内に吐出される。そして、
圧縮された流体は、オイルセパレータ４１で冷媒に含まれている潤滑油が分離された後、
吐出ポート部４２から外部へ供給される。オイルセパレータ４１で分離された潤滑油は、
ハウジング４に形成された油溜め室４３に送られる。油溜め室４３内の潤滑油は、流体の
吐出圧によって高圧となっている。潤滑油は、冷媒に含まれて、圧縮機３０内部に供給さ
れたとき、旋回スクロール３３の公転旋回運動を滑らかにさせる。
【００２３】
　油供給管４４は、固定スクロール３２の内部に管状に形成される。油供給管４４は、油
溜め室４３と背圧室２６を結ぶ。潤滑油は、油溜め室４３から油供給管４４を通過して、
背圧室２６に供給される。その結果、背圧室２６内は、高圧の潤滑油で満たされる。
【００２４】
　回転軸１０には、油排出管１５が形成される。油排出管１５は、油供給管４４よりも圧
力損失が高く、背圧室２６と低圧室１４を結ぶ。これにより、背圧室２６内の潤滑油の圧
力に応じて、背圧室２６から低圧室１４へ潤滑油が排出される。油排出管１５は、例えば
、背圧室２６側では、例えば、クランクピン１０Ａの軸心と、回転軸１０の軸心とを含む
ように、クランクピン１０Ａや回転軸１０の内部に管状に形成される。そして、油排出管
１５は、低圧室１４側では、モータロータ９が結合されている辺りで、回転軸１０の外周
面に螺旋状の溝が形成される。溝が形成されることによって、回転軸１０とモータロータ
９との間で潤滑油が通過可能な管路が形成される。このように、油排出管１５の距離を長
くすることによって、油排出管１５の圧力損失が高くなる。
【００２５】
　上述したとおり、本実施形態によれば、油排出管１５は、油供給管４４よりも圧力損失
が高いことから、潤滑油が背圧室２６に満たされ、背圧室２６が高圧に維持される。その
結果、背圧室２６側から旋回スクロール３３を固定スクロール３２側へ押し付けることが
できる。
　また、背圧室２６に供給される潤滑油の圧力に応じて、背圧室２６から低圧室１４に常
に潤滑油が排出されることから、背圧室２６内の圧力が過度に高くなることを防止できる
。すなわち、図７の実線で示すように、圧縮機３０の圧力比が高くなるにつれて、徐々に
背圧室２６内の背圧力も高まり、従来（図７の破線）のように、必要背圧力に比べて背圧
室２６内の圧力が過度に高くなることがない。
【００２６】
　次に、図２を参照して、本実施形態の変形例について説明する。
　上述した例では、背圧室２６と低圧室１４を結ぶ油排出管１５は、モータロータ９と回
転軸１０が焼き嵌められている部分において、回転軸１０の外周面に溝が形成されるとし
た。一方、本変形例の油排出管１６は、図２に示すように、クランクピン１０Ａや回転軸
１０の軸心を含む部分において、回転軸１０の背圧室２６から低圧室１４側まで貫通して
形成される。
【００２７】
　油排出管１５において、回転軸１０の一端側の開口部から、螺旋ピン１７が管路内部に
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挿入される。螺旋ピン１７は、回転軸１０に形成された管路の内径とほぼ同一の外径を有
し、外周面に螺旋状の溝が形成されている。これにより、管路の内面と螺旋ピン１７の外
面との間で潤滑油が通過可能な管路が形成される。このように、本変形例に係る油排出管
１６によっても、油排出管１６の距離を長くすることができ、油排出管１６の圧力損失が
高くなる。
【００２８】
［第２実施形態］
　次に、本発明の第２実施形態について、図３を用いて説明する。
　スクロール型圧縮機１の構成は、上述した第１実施形態と同様であり、重複する説明は
省略する。
　第２実施形態では、圧縮機３０によって圧縮された高圧及び中間圧の冷媒ガスを背圧室
２６に供給することによって、背圧室２６内部の圧力が必要背圧力を超えるようにする。
また、背圧室２６の冷媒ガスが低圧室１４へ排出されることによって、背圧室２６内の圧
力が過度に高くなることを防止できる。
【００２９】
　高圧ガス路５１は、旋回スクロール３３の端板３７の中央付近に貫通して形成され、圧
縮機３０の内部と背圧室２６を結ぶ。
　中間圧ガス路５２は、一端側の開口部が旋回スクロール３３の端板３７の半径方向中間
部分であって、渦巻き状ラップ３４が設けられていない部分に形成され、他端側の開口部
が背圧室２６に面して形成される。これにより、中間圧ガス路５２は、圧縮機３０の内部
と背圧室２６を結び、圧縮機３０内部で圧縮され中間圧まで上昇した冷媒ガスを背圧室２
６へ供給する。
　なお、中間圧ガス路５２の製造上、端板３７の側面から管路を形成する必要があり、こ
の場合、端板３７の側面に形成された開口部にイモネジ５９を挿入して、開口部を塞ぐ必
要がある。これにより、端板３７内部に複雑な形状の中間圧ガス路５２を形成できる。
【００３０】
　低圧ガス路５３は、主軸受部材２３において、一端側の開口部が背圧室２６に面して形
成され、他端側の開口部が低圧室１４に面して形成される。これにより、低圧ガス路５３
は、背圧室２６と低圧室１４を結び、背圧室２６内の冷媒ガスを低圧室１４へ排出する。
低圧ガス路５３についても、製造上、主軸受部材２３の側面に形成された開口部にイモネ
ジ５９を挿入して、開口部を塞ぐ。
【００３１】
　上述したとおり、本実施形態によれば、圧縮機３０で高圧に圧縮された高圧ガスと、圧
縮機３０で高圧に達する前の中間圧に圧縮された中間圧ガスと、低圧室１４における低圧
ガスとが背圧室２６内でバランスする。そして、背圧室２６内でバランスした圧力によっ
て、背圧室２６側から旋回スクロール３３を固定スクロール３２側へ押し付けることがで
きる。圧縮機３０における圧縮比の高低に応じて、背圧室２６内でバランスする圧力が変
化することから、背圧室２６内の圧力が過度に高くなることを防止できる。
　第２実施形態の場合も、図７の実線で示すように、圧縮機３０の圧力比が高くなるにつ
れて、徐々に背圧室２６内の背圧力も高まり、従来（図７の破線）のように、必要背圧力
に比べて背圧室２６内の圧力が過度に高くなることがない。
【００３２】
　次に、本実施形態の変形例について説明する。
　上述した例では、低圧ガス路５３は、主軸受部材２３を貫通して形成されるとしたが、
本発明はこの例に限定されない。例えば、図４に示すように、低圧ガス路５４は、クラン
クピン１０Ａや回転軸１０の軸心を含む部分において、背圧室２６から回転軸１０の一端
側まで貫通して形成される。低圧ガス路５４は、一端側が背圧室２６に面して形成され、
他端側が低圧室１４に面して形成される。
　この場合も、低圧ガス路５３と同様に、低圧ガス路５４は、背圧室２６と低圧室１４を
結び、背圧室２６内の冷媒ガスを低圧室１４へ排出する。本変形例によれば、主軸受部材
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２３に低圧ガス路５３を形成する場合よりも加工が容易になる。
【００３３】
　また、上述した例では、高圧の冷媒ガスと中間圧の冷媒ガスをそれぞれ別の管路を経由
して背圧室２６へ供給するとしたが、本発明はこの例に限定されない。例えば、旋回スク
ロール３３の端板３７において、高圧の冷媒ガスと中間圧の冷媒ガスを合流させ、混合し
たガスを背圧室２６へ供給してもよい。
【００３４】
　例えば、図５及び図６に示すように、混合ガス路５５は、旋回スクロール３３の端板３
７に形成され、圧縮機３０の内部と背圧室２６を結ぶ。
　混合ガス路５５は、一端側の開口部が旋回スクロール３３の端板３７の中央付近と、端
板３７の半径方向中間部分であって、渦巻き状ラップ３４が設けられていない部分にそれ
ぞれ形成される。また、混合ガス路５５は、他端側の開口部が背圧室２６に面して形成さ
れる。これにより、混合ガス路５５は、圧縮機３０の内部と背圧室２６を結び、圧縮機３
０内部で圧縮され高圧及び中間圧まで上昇した冷媒ガスを混合した後、混合されたガスを
背圧室２６へ供給する。
【００３５】
　この場合、背圧室２６と低圧室１４を結ぶ管路は、上述したとおり、主軸受部材２３に
低圧ガス路５３を形成してもよいし（図５参照）、クランクピン１０Ａや回転軸１０の軸
心を含む部分に低圧ガス路５４を形成してもよい（図６参照）。
【００３６】
　高圧及び中間圧まで上昇した冷媒ガスを混合した後、混合されたガスを背圧室２６へ供
給することによって、高圧の冷媒ガスと中間圧の冷媒ガスをそれぞれ別の管路を経由して
背圧室２６へ供給する場合に比べて、背圧室２６内の圧力を均一化しやすくなる。
【００３７】
［第３実施形態］
　次に、本発明の第３実施形態について説明する。
　スクロール型圧縮機１の構成は、上述した第１実施形態と同様であり、重複する説明を
省略する。
　第１実施形態では、背圧室２６に潤滑油が供給され、潤滑油が有する圧力によって必要
背圧力を確保する場合について説明し、第２実施形態では、背圧室２６に冷媒ガスが供給
され、冷媒ガスが有する圧力によって必要背圧力を確保する場合について説明した。
【００３８】
　本発明は、第１及び第２実施形態の構成に限定されず、両者の構成を組み合わせてもよ
い。これにより、背圧室２６には、潤滑油と冷媒ガスが混合した状態で満たされる。この
場合でも、油供給管４４、油排出管１５、高圧ガス路５１、中間圧ガス路５２、低圧ガス
路５３，５４、混合ガス路５５の組み合わせ方や、管路の断面積及び距離を調整すること
によって、背圧室２６側から旋回スクロール３３を固定スクロール３２側へ押し付けるこ
とができる。また、圧縮機３０における圧縮比の高低に応じて、背圧室２６内の圧力が過
度に高くなることを防止できる。
【符号の説明】
【００３９】
１　スクロール型圧縮機
２　密閉容器
３，４　ハウジング
５　自転阻止機構
５Ａ　ピン
５Ｂ　リング
７　電動モータ
８　ステータ
９　モータロータ
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１０　回転軸
１０Ａ　クランクピン
１２　ドライブブッシュ
１３　バランスウエイト
１４　低圧室
１５，１６　油排出管
２２　フロント軸受
２３　主軸受部材
２４　主軸受
２５　シャフトシール
２６　背圧室
３０　圧縮機
３２　固定スクロール
３３　旋回スクロール
３４　渦巻き状ラップ
３６　吐出室
３７　端板
３８　ドライブ軸受
３９　吐出孔
４１　オイルセパレータ
４２　吐出ポート部
４３　油溜め室
４４　油供給管
５１　高圧ガス路
５２　中間圧ガス路
５３，５４　低圧ガス路
５５　混合ガス路
５９　イモネジ
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